
山形県流域下水道事業会計決算審査意見書

令和3年度

山形県監査委員



山形県知事 村 美栄子殿

山形県監査委員

監委弔 90 号

令和4年9月16日

山形県監査委員

オホ

山形県監査委員

谷

星

仙

山形県監査委員

川

令和3年度山形県流域下水道事業会計決算の審査意見について

地方公営企業法第30条第2項の規定により、令和4年6月29日付けで審査に付され

た令和3年度山形県流域下水道事業会計決算について審査した結果、別紙のとおり意

見書を提出します。

郎

松

純

田

海老名

彦

イき 乃

義

吉



第1 審査の概要

1 審査の基準

2 審査の種類

3 審査の対象

4 審査の着眼点

5 審査の実施内容

目

第2 審査の結果及び意見

1 審査の結果

2 審査の意見

次

第3 決算の概要

1 事業の概要

2 決算報告書

3 損益計算書

4 貸借対照表

5 キャッシュ・フロー計算書

(付表)経営分析の主要比率

(注)1 千円単位で表示したものは、単位未満を原則として四捨五入してあるので、総数と内訳の

合計は一致しない場合がある。

2 各表の中の符号の用法は、次による。

皆無又は該当数字の無いもの

0:表章の単位に満たないもの

ー
ー
ー
ー
ー

1
 
2

4
7
9
0
2
3

ー
ー
ー



令和3年度山形県流域下水道事業会計決算審査意見書

弟1 審査の概要

審査の基準

山形県監査委員監査基準(令和2年4月県監査委員訓令第1号)に準拠して実施

2 審査の種類

決算審査

3 審査の対象

山形県流域下水道事業会計

4 審査の着眼点

(1)当該関係書類が事業の経営成績及び財政状態を適正に表示しているか

(2)事業が経済性を発揮し、その本来の目的である公共の福祉を増進するよう運

営されているか

5 審査の実施内容

審査に付された決算関係書類について、上記4に掲げた着眼点により調査照合

するとともに、関係職員から説明を聴取し、併せて別途実施した定期監査及び例

月出納検査の結果を踏まえて審査を行った。

第2 審査の結果及び意見

1 審査の結果

上記第1により審査した限りにおいて、決算関係書類については、地方公営企

業法その他関係法令に準拠するとともに、企業会計の原則に基づき作成されてお

り、事業の経営成績及び財政状態を適正に表示していると認められた。、、

また、事業はその目的に沿って運営されていると認められた。

財務に関する事務については、総体として適正に行われていると認められた。



流域下水道事業の経営状況等は次のとおりである。

①事業の概要

山形、村山、置賜及び庄内の4処理区において、山形地域の3市2町、村山

地域の4市2町、置賜地域の1市2町及び庄内地域の2市2町が管理する下水

道から排出された下水を処理している。

当年度の処理水量は 4,513万6千金で、前年度と比較して]69万9千11{3.6%

減少している。これは、前年度に「令和2年7月豪雨」により下水管への雨水、

地下水等の異常流入が発生し、流入水量が増加したことなどによるものである。

②損益の状況

総収益は 50億1,189万5千円で、前年度と比較して 812万6千円 0.2%増加し、

総費用は 48億3,860万7千円で、前年度と比較して 537万円 0.1%増加している。

この結果、当年度純利益は 1億7,328万8千円となり、前年度と比較して 275

万6千円 1.6%増加している。この当年度純利益は、全額を利益剰余金として翌

年度に繰り越している。

なお、資金不足は、生じていない。

2 審査の意見

流域下水道事業は、複数の市町村の公共下水道から下水を集約し、広域的かつ

効率的に処理するもので、住民の生活環境や地域経済活動を支える上で必要不可

欠な社会基盤である。

事業は流域下水道に接続している市町からの負担金等を財源として運営してい

るが、今後の人口減少や節水型機器の普及による下水道使用料の減収、施設の老

朽化に伴う更新・維持管理経費の増加、更に大規模な地震や集中豪雨による浸水

等の災害りスクへの対応など、経営を取り巻く環境は厳しさを増していくことが

見込まれる。

このような変化に対応するため、財務諸表の分析による経営状況の的確な把握

を行い、計画的かつ適正な規模の施設整備・更新による費用の縮減や投資の平準

化を図るなど、より一層効率的な運営に取り組む必要がある。

併せて、流域下水道の処理水量を確保するため、市町村の効率的な事業運営を

考慮し、広域化の推進(流域下水道への編入)についても留意する必要がある。
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このため、本県では、令和4年3月に今後10年間(令和3年度から12年度まで)

の経営の基本方針となる「山形県流域下水道事業経営戦略2030」を策定し、中長

期的な視野に基づく計画的な運営に取り組み始めたところである。

今後、当該戦略を着実に推進していくことで、県民負担増加の抑制を目指すと

ともに、持続可能な経営基盤の確保に努められたい。

1 損益の状況

区

収

営業外収益

業

特

総

収

益

別

令和3年度

益

利

費

営業外費用

業

5,011,895

特

益

当年度純利益

2,095,082

費

用

別

(注)千円未満四捨五入のため、計及び差引において一致しない場合がある。

2,916,813

令和2年度

用

2

損

乗1余金処分言十算書

4,838,607

5,003,769

失

4,699,756

2,094,750

(単位:千円)

2,899,522

138,851

前年度比

当

区

4,833,237

9,497

173,288

年

剰

4,662,922

度末

8,126

ノ＼

処

153,470

金

332

17,291

(注)千円未満四捨五入のため、計及び差引において一致しない場合がある。

ノ＼

16,845

残

△9,497

処

170,532

資本金

後

分額

5,370

36,834

△ 14,619

残

△ 16,845

441,829

資本剰余金

、

2,756

441,829

2,935,825

(単位:千円)

未処分利益

剰余金

2,935,825

343,820
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第3 決算の概要

1 事業の概要

①営業の概要

流域下水道事業は、市町村の行政界を越えて一体的な汚水処理を実施した方

が効率的な地域において、処理場や主要な下水管の整備・運営を行っており、

現在、山形、村山、置賜及び庄内の4処理区で、山形地域の3市2町、村山地

域の4市2町、置賜地域の1市2町及び庄内地域の2市2町が管理する下水道

から排出された下水を処理している。

(処理区の概要)

処理区名

山形処理区

村山処理区

浄化センター

置賜処理区

山形浄化センター

(天童市)

庄内処理区

村山浄化センター

(村山市)

置賜浄化センター

(南陽市)

流域関連市町からの維持管理負担金収入は 23億459万661円で、前年度と比較

して 36万5,305円増加している。

(注)市町の維持管理負担金は、処理水量に応じた実費精算制としており、当年度の

収入額は、基本水量に基づき算定した当年度負担金額に前年度維持管理費用の

精算額を減じ、又は加算した金額になる。

(3年度負担金額) 2訊意7,四6万3,181円(2年度精算額)△6,637万2,520円

(2年度負担金額) 2訊意6,認0万6,519円(元年度精算額)、△6,458万1,163円

庄内浄化センター

(庄内町)

山形市、上山市、天童市、山辺町、

中山町(3市2町)

流域関連市町

村山市、東根市、尾花沢市、河北

町、大石田町、天童市(4市2町)

南陽市、高畠町、川西町

(1市 2町)

鶴岡市、酒田市、三川町、庄内町

(2市2町)

当年度の年間処理水量は 4,513万6,391金で、前年度と比較して 169万9,117

金 3.6%減少している。これは、前年度に「令和2年7月豪雨」により下水管

への雨水、地下水等の異常流入が発生し、流入水量が増加したことなどによる

ものである。

処理水量を処理区別にみると、山形処理区は 2,704万2,401金で、前年度と比

較して 136万9,3461rt 4.8%減少、村山処理区は 888万8,428金で、前年度と比

較して 14万5,3031ゞ 1.6%減少、置賜処理区は 509万56金で、前年度と比較し

て 14万5,62111t 2.8%減少、庄内処理区は 411万5,50611fで、前年度と比較して

3万8,84711t o.9%減少と、全ての処理区で減少している。

供用開始

平成4年2月

昭和62年7月

昭和62年10月

平成Ⅱ年3月
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基

区

維持管理負担金(円)

本

年間処理水量(金)

水

平均処理水量 (11t/田

/J

処

量(金)

理

基本水量(金)

令和3年度

維持管理負担金(円)

年間処理水量(金)

43,926,282

2,304,590,661

力 (金ノ田

平均処理水量 (金ノ日)

処

45,136,391

基本水量(金)

理能力 (金ノ田

令和2年度

維持管理負担金(円)

123,660

43,930,783

2,304,225,356

年間処理水量(金)

154,200

26,089,363

768,255,857

平均処理水量 (11f/日)

46,835,508

処理能力 (1rt/日)

27,042,401

増

基本水量(金)

128,316

維持管理負担金(円)

74,088

154,200

減

26,150,412

△4,501

年間処理水量(金)

91,000

758,267,715

9,054,515

△1,699, H7

667,118,341

365,305

平均処理水量 ('ノ日)

28,411,747

増減率

処理能力 ('ノ日)

8,888,428

△ 0.0%

△4,656

基本水量(金)

フフ,839

維持管理負担金(円)

24,352

△61,049

0.0%

91,000

8,995,912

△ 3.眺

年間処理水量(金)

28,400

9,988,142

683,892,418

4,866,フ70

△ 1,369,346

454,082,408

△ 3.6%

平均処理水量 (金ノ日)

9,033,731

処理能力 (11t/田

5,090,056

△3,751

△0.2%

24,750

13,945

△ 16,フ74,07フ

28,400

1.3%

4,851,07フ

△4.8%

58,603

439,898,480

19,500

3,915,634

415,134,055

△4.8%

△ 145,303

5,235,67フ

4,115,506

△398

0.フ%

14,345

△2.訊

11,275

19,500

3,933,382

14,183,928

△ 1.6%

15,693

422,166,743

15,300

△1.研

△ 145,621

4,154,353

△400

0.3%

11,382

△ 17,748

3.2%

△7,032,688

15,300

△2.8%

△2.8%

△38,847

△0.既

△107

△ 1.フ%

△0.9%

△0.9%
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②建設事業の概要

主な改良工事は、次のとおりである。

ア 山形処理区

山形浄化センター建設工事委託(沈砂池ポンプ施設耐震化)

5億5,520万円

山形浄化センター建設工事委託(反応タンク施設耐震化等)

9億1,571万4千円

1,523万7千円

1,379万2千円

1,914万3千円

天童幹線管路施設耐震化工事

山形天童幹線管路施設耐震化工事

雨天時浸入水対策処理場改築工事

村山処理区

村山浄化センター建設工事委託(沈砂池ポンプ・水処理施設建築等)

1億3,434万円

3,862万2千円

1,308万3千円

4,889万5千円

1,716万9千円

イ

尾花沢大石田幹線管渠布設替工事

尾花沢大石田幹線マンホール蓋更新工事

河北東根幹線外管路施設耐震化工事

尾花沢大石田幹線管渠改築工事

置賜処理区

置賜浄化センター汚泥貯留槽外耐震・防食工事 4,845万9千円

南陽幹線マンホール浮上防止対策工事 1,981万円

1,162万3千円川西幹線マンホール蓋更新工事

庄内処理区

庄内浄化センター建設工事委託(沈砂池ポンプ施設耐震化等)

3イ意2,808万円

5,125万3千円

5,692万9千円

ウ

コニ

藤島余目幹線管路施設耐震対策工事

藤島余目幹線外管路施設耐震対策工事
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2 決算報告書

①収益的収入及び支出

ア収入

収益的収入は、予算額 51億8,524万9千円に対し、決算額が 52億4,フ75万

6,681円で、 6,250万7,681円増加している。これは、営業外収益において、確

定申告に伴い消費税還付金が生じたこと、除却資産に係る長期前受金戻入額

が見込みを上回ったことなどによるものである。

(注)減価償却する資産に対する補助金等については、「負債」(繰延収益のうち

「長期前受金」)に計上した上で、後年の減価償却に応じて、毎年「長期前

受金戻入」として収益化する。

区

営業外収益

業

特

収

別

益

利

予

イ支出

収益的支出は、予算額弱億1,117万7千円に対し、決算額が 50億1,925万

1,768円で、不用額が 4億9,192万5,232円となっている。

不用額は、営業費用において、災害等応急対応など緊急的な修繕が発生し

なかったこと、また、営業外費用において、消費税納付額が見込みを下回っ

たことなどによるものである。

益

算額

2,304,590,000

2,880,659,000

5,185,249,000

決算額

2,304,590,661

2,943,166,020

5,247,756,681

区

予算額に比べ
決算額の増減

営業外費用

業

特

費

別

62,507,020

用

損

決算額のうち仮受消
費税及び地方消費税

予

661

(単位:円)

失

62,507,681

算額

5,357,785,000

209,508,212

153,392,000

5,511,17フ,000

決算額

5,992

209,514,204

4,884,654,762

134,597,006

5,019,251,768

不 用

473,130,238

額

18,794,994

決算額のうち仮払消
費税及び地方消費税

491,925,232

(単位:円)

184,898,556

184,898,556
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②資本的収入及び支出

ア収入

資本的収入は、予算額 30億6,953万9千円に対し、決算額が 23億2,299万

9,9釘円で、7億4,653万9,033円減少している。これは、国庫補助金において、

政府の経済対策に対応した補正予算による事業費を繰り越したことなどによ

るものである。

区

企

国庫補助金

業

他会計補助金

建設負担金

債

予算額

イ支出

資本的支出は、予算額 39億7,104万4千円に対し、決算額が 30億1,104万

5,238円で、翌年度繰越額が 9億4,282万2千円、不用額が 1,717万6,762円と

なっている 0

翌年度繰越額は、政府の経済対策に対応した補正予算措置や工事施工方法

の再検討に不測の日数を要したことなどによるものである。

不用額は、建設改良費において、請負差額が生じたことなどによるもので

ある。

825,400,000

1,730,389,000

32,639,000

481,111,000

3,069,539,000

決算額

622,200,000

1,187,049,804

32,639,000

予算額に比べ
決算額の増減

481,111,163

2,322,999,967

△203,200,000

△543,339,196

区

建設改良費

決算額のうち仮受消
費税及び地方消費税

(単位:円)

資産購入費

分

△746,539,033

企業債償還金

返

163

予

還

3,210,393,000

算額

資本的収入額(翌年度へ繰り越される支出の財源に充当する額 1億9,988

万3,667円を除く。)が資本的支出額に対し不足する額説意8,792万8,938円は、

繰越工事資金 3億1,275万1,551円、当年度分消費税及び地方消費税資本的収

支調整額 5,521万6,872円、過年度分損益勘定留保資金 2億4,965万3,384円及

び当年度分損益勘定留保資金 2億7,030万7,131円をもって補填している。

43,737,354

金

175,334,000

43,737,354

583,597,000

決算額

3,971,044,000

1,720,000

2,252,225,996

175,086,263

583,596,914

翌年度繰越額

3,011,045,238

136,065

942,822,000

不 用

942,822,000

15,345,004

額

(単位:円)

決算額のうち仮払消

費税及び地方消費税

247,737

/

1,583,935

191,019,409

17,176,762

86

15,916,933

8

206,936,342

分

計

計



3 損益計算書

①収益

総収益は 50億1,189万5,021円で、前年度と比較して 812万6,159円 0.2%増

加している。これは、雑収益や特別利益が減少したものの、除却資産の増加等

により長期前受金戻入額が増加したことなどによるものである。

②費用

総費用は 48億3,860万6,980円で、前年度と比較して 537万60円 0.1%増加し

ている。これは、委託料や特別損失が減少したものの、施設設備の更新等によ

り資産減耗費が増加したことなどによるものである。

③損益

総収益 50億1,189万5,021円に対し、総費用が 48億3,860万6,980円となり、

1億7,328万8,041円の純利益が生じている。

1.6

区

総 収

維持管理負担金

業

フJ

業

他

収

益

長期前受金戻入

外

令和3年度

益

計補助金

雑

収

特

5,011,895,021

総

2,095,082,449

益

別

収

2,095,082,449

2,916,812,572

費

利

人

業

令和2年度

益

委

563,270,000

2,336,733,752

5,003,768,862

益

費

件

2,094,750,353

用

補助

16,808,820

2,094,750,353

用

減価償却費

借

4,838,606,980

2,899,521,909

費

資

4,699,756,206

料

増

そ

556,846,000

産減耗費

付金

2,321,923,158

(単位

料

42,634,918

減

1,843,824,573

8,126,159

業

支

20,752,751

の

円、'%)

雑

外

払利

332,096

4,833,236,920

特

9,496,600

6,015,100

増減率

当年度純利益

332,096

費

17,290,663

4,662,922,369

2,768,325,745

他

3,429,400

別

支

息、等

用

6,424,000

0.2

45,220,049

32,381,811

14,810,594

1,884,944,692

損

△3,943,931

0.0

出

3,144,659

△9,496,600

0.0

138,850,フ74

失

6,015,100

0.6

133,014,168

2,713,338,122

3,429,400

5,370,060

1.2

36,833,837

5,836,606

△2,585,131

0.6

△19.0

フ,367,430

△41,120,119

173,288,041

2,607,576

皆減

153,469,541

0.1

143,284,088

0.8

54,987,623

10,185,453

△5.フ

25,014,381

16,845,010

△2.2

170,531,942

△ 14,618,767

9

537,083

△ 10,269,920

2.0

△4,348,847

339.5

△ 16,845,010

20.6

△9.5

2,756,099

△7.2

△42.フ

皆減

営

会

営

三
口

営

交

賃

営



4 貸借対照表

①資産

資産合計は 602億3,086万731円で、前年度と比較して 3億3,502万4,971円

0.6%増加している。これは、施設設備の減価償却等により固定資産が減少した

ものの、建設改良に係る未払金のために保有する現金預金が増加したことなど

によるものである。

②負債

負債合計は 565億938万6,6釘円で、前年度と比較して 1億6,173万6,930円

0.3%増加している。これは、当年度の長期前受金の収益化により繰延収益が減

少したものの、建設改良に係る未払金が増加したことなどによるものである。

③資本

資本合計は 37億2,147万4,044円で、前年度と比較して 1億7,328万8,041円

4.9%増加している。これは、当年度に純利益が生じ、利益剰余金に計上したこ

とによるものである。
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資

区

固

産

有形圖定資産

投

流

資

資

現

動

そ

令和3年度

産

未

負債

60,230,860,731

金

の

資

58,458,484,967

負

他

預

.

収

58,458,448,647

産

資本

固

イヂ

金

」ヒ

1,フ72,375,764

金

令和2年度

流

59,895,835,760

36,320

1,690,949,857

負

」ヒ

59,038,816,606

動

業

未

60,230,860,731

59,038,806,486

81,425,907

仟

負

56,509,386,687

引

業

仟

預

払

8,404,108,628

債

繰

ナ苗

857,019,154

当

8,404,108,628

10,120

イヂ

(単位:円、%)

フ70,211,653

335,024,971

長期

延

り

1,747,460,518

△580,331,639

金

減

長期前受金収益化

額・十累

59,895,835,760

86,807,501

△580,357,839

金

収

712,589,750

56,347,649,757

^

1,022,597,591

月1」

金

増減率

資

受金

8,494,498,378

益

915,356,610

8,494,498,378

26,200

資

フ,950,000

本

920,738,204

0.6

46,357,817,541

△1.0

剰

4,323,17フ

707,544,518

△5,381,594

50,843,942,079

△1.0

本

資本剰余金

335,024,971

583,596,914

△4,631,085,245

258.9

利益剰余金

111,299,919

161,736,930

106.8

△90,389,750

(注)財務の状況をより適切に表すため、令和2年度の貸借対照表を修正(資本金の減額、資本剰

余金の増額)している。

1 地方公営企業法適用前の会計において無償譲渡により取得した士地の評価額を令和3年3

月31日における資本金(固有資本金)から減額し、資本剰余金(受贈財産評価額)に計上

2 地方公営企業法適用前の会計において士地の取得に係る企業債元金償還金の財源として受

け入れた一般会計繰入金等を令和3年3月31日における資本剰余金(その他資本剰余金)に

計上

金

119.5

8,326,000

144,960,707

△90,389,750

47,145,606,861

3,721,474,044

金

△6.2

1,039,916,000

4,321,685

49,091,088,335

441,829,349

0.6

128,992,836

△2,321,923,158

3,279,644,695

911,297,672

0.3

2,935,824,712

△1.1

△1.1

△376,000

376,441,684

343,819,983

3,548,186,003

△787,789,320

147.0

1,752,853,744

22.1

1,492

441,829,349

△2,309,162,087

3,106,356,654

818.8

2,935,824,712

△4.5

△231,480,97フ

170,531,942

0.0

△1.フ

173,288,041

3.6

△99.5

173,288,041

△61.5

173,288,041

4.9

5.6

101.6

Ⅱ

合計

計

分

合

定

余

計合

定

定
金

勘
受

仮
前

設
期

建
長

計合



5 キャッシュ・フロー計算書

流域下水道事業会計におけるキャッシュ・フロー計算書は、次のとおりである。

業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益(△は純損失)

減価償却費

長期前受金戻入額

支払利息、

未収金の増減額(△は増加)

未払金の増減額(△は減少→

預り金の増減額(△は減少)

固定資産除却費

賞与引当金の増減額(△は減少)

法定福利費引当金の増減額(△は減少)

小計

利息、の支払額

業務活動によるキャッシュ・フロー

(令和3年4月1日から令和4年3月31日まで)

2 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出

国庫補助金収入

他会計補助金収入

他会計補助金返還

建設負担金収入

その他投資

投資活動によるキャッシュ・フロー

(単位:円)

173,288,041

2,768,325,745

△2,336,733,752

133,014,168

△27,160,493

5,127,270

1,492

32,381,811

△267,000

△82,000

3 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出

その他の企業債の償還による支出

財務活動によるキャッシュ・フロー

資金増加額(又は減少額)

資金期首残高

資金期末残高

747,895,282

△133,014,168

614,881,114

△1,314,206,315

1,079,136,238

32,570,450

△136,065

469,915,896

△26,200

267,254,004
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622,200,000

△572,820,914

△10,フ76,000

38,603,086

920,738,204

刀0,211,653

1,690,949,857



付表

経営分析の主要比率

1 経常収支比率

2
有形固定資産

減価償却六

項

3 経費回収率

経常収益 (営業収益十営業外収益)

4 管渠老朽化率

経常費用僧業費用+営業外費刷

目

5管渠改善率

償却対象資産の帳簿原価

減価償却累計額

1 経常収支比率

企業の経常的な活動における収益性を表す指標で、この数値が100%未満の場合は単年度経
常赤字を表すことになる。

2 有形固定資産減価償却率

有形固定資産のうち償却対象資産の減価償却がどの程度進んでいるかを表す指標で、資産の
老朽化度合を示している。

3 経費回収率

使用料で回収すべき経費を、どの程度使用料で賄えているかを表した指標で、料金水準の妥
当性等を示している。

本県では、汚水処理に係る費用を流域関連市町が負担する維持管理負担金等により賄ってお
り、下水道使用料収入がないことから、 0%となっている。

4 管渠老朽化率

法定耐用年数を経過した管渠延長の割合を表した指標で、管渠の老朽化度合を示している。
本県では、法定耐用年数(50年)を経過した管渠がないため、 0%となっている。

5 管渠改善率

当該年度に更新・改良等を行った管渠延長の割合を表した指標で、管渠の更新ペースや状況
を把握できる。(数値が2%の場合、全ての管渠を更新するのに50年かかるぺース)

、

有形固定資産減価償却率は前年度比4.31ポイント増の9.01%、管渠老朽化率は法定耐用年数を
経過した管渠がないため0%、管渠改善率は0.四%と低くなっている。

これは、本県の流域下水道事業が昭和62年の供用開始から34年が経過しているものの、未だ施
設更新期が到来していないためである。

法定耐用年数を経過した管渠延長

使用料収入

汚水処理費

改善(更新・改良・修繕)管渠延長

X I00

.

下水道布設延長

%

X I00

103.58

下水道布設延長

X I00

%

増減

103.69

9.01

ポイント

X I00

△0.11

4.70

X I00

4.31

0.09 0.09

13

和
度年

令
2

和
度年

令
3


